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１． 研究計画の概要 

経済のグローバル化と自由化が進むにつ
れて、多くの国では急速な経済成長による所
得増加の恩恵を受けながら、所得不平等の痛
みを耐えている。本研究は、これまでの国別
の研究を踏まえ、国際比較により各国の所得
不平等の特徴と共通点、所得不平等発生の国
際的要因、不平等是正の国際社会の対応およ
び協調対策を研究する。 

 
２．研究の進捗状況 

中国・インド等の国の家計調査のデータを
購入し、これを元に研究分析を進められた。
これまで「所得不平等：グローバル化経済へ
の新たな脅威」ワークショップおよび国際シ
ンポジウムの開催（京都産業大学）、シンガ
ポール南陽理工大学でワークショップを開
催し、日・中・独米・印等 10 カ国からの分
担者・協力者を集まり、30 本以上の論文を報
告した。その研究成果を『所得不平等の国際
比較研究』の本に編集し、ミネルヴァ書房・
中国社会科学院・The World Publishing により
日本語、中国語、英語で出版される予定。ま
た、一部の論文を Singapore Economic Review 
英誌の特集として編集し、2011 年 10 月出版
される予定である。 

 
３．現在までの達成度 
これまでの研究は、以下のことを明らかに

している。➀グローバル化・経済自由化は多
くの国の経済成長を促進しているとともに、
所得格差を拡大している。特に中国の格差は
著しい。➁所得不平等と貧困が緊密に関連し
ている。インドネシア―とタイの研究は特に
この因果関係を検証している➂中国などの
国には都市-農村分離、地域・性別差別は不平

等の制度的要因として影響は大きい。�多く
の国では教育の格差は所得不平等の主な要
因となっている。中国をケースに経済成長と
所得分配関係のクズネッツ曲線を描いたが、
まだ転換点になっていないことが分かった。
これからまだ格差が拡大していくと懸念し
ている。 

上述の研究に基づいて、各国政府および政
策諮問機関に不平等是正の対策・協調行動の
提案を行っている。また、研究代表者の薛お
よび研究協力者の李実・魏衆らにより中国政
府に「所得税是正案」を提出し、第 12 次 5
カ年計画および累進所得性税の政策作成に
も加えている。 

 
４．今後の研究の推進方策 

23 年度より基盤研究（A）「中国における
経済大転換およびその国際経済への影響」が
採択されたのでこれから中国の転換点を中
心に調査・研究を進めていく予定である。こ
の研究は労働移動に関する「ルイス転換点」、
所得分配に関する「クズネッツ転換点」、炭
素に関する「環境クズネッツ曲線」という経
済転換期の典型的構造的な経済問題として
とらえ、中国の貧困と所得格差を改善する政
策を提案するとともに，転換点の通過が中国
経済、世界経済に及ぼす影響を分析する。そ
のため、中国とインドでのパネル調査を実施
して転換点に関連する詳細なミクロデータ
を入手し、転換点の通過，転換点に達するた
めの条件を理論的・実証的に検討する。また，
日本を含むアジア諸国との比較から、分析結
果の妥当性や中国の転換点の特色をあきら
かにする。 

23 年は主にパネル調査に参加、以前調査デ
ータの購入をし、データの分析を行い、国際
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ワークショップを開催する予定である。 
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